
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

習志野商工会議所（法人番号 １０４０００５００２４８２） 

習志野市（地方公共団体コード １２２１６５） 

実施期間 令和４年４月 １日 ～ 令和９年３月３１日 

目標 

【経営発達支援事業の目標】 

習志野市はサービス業、小売業、飲食業の比率が高いことが特徴です。 

「小規模事業者が地域経済の担い手として、将来に亘って持続的に成長・発展を

遂げるようにすること」、起業・創業者への支援を充実することにより、「活力と

にぎわいのある魅力あるまちづくりに貢献すること」を、地域への裨益目標とし

ます。 

①伴走型支援による小規模事業者の経営基盤強化による経営の安定化、 

②時代に即した魅力ある商工業の振興、③創業しやすい環境の整備 

事業内容 

【経営発達支援計画の内容】 

３．地域の経済動向調査に関すること 

  ①地域経済分析システム「RESAS」の活用、②習志野市「景況調査」の実施 

４．需要動向調査に関すること 

  ①飲食業顧客需要調査、②サービス業顧客需要調査 

５．経営状況の分析に関すること 

  ①経営分析を行う事業者の発掘（経営分析セミナーの開催） 

  ②「ローカルベンチマーク」を活用した財務分析及びＳＷＯＴ分析 

６．事業計画策定支援に関すること 

  ①「ＤＸセミナー・ＩＴ専門家派遣」の実施、②「事業計画策定セミナー」

の開催 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

  ①個別訪問の実施 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

  ①展示会出展事業（ＢtoＢ）、②ＳＮＳ活用 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

  ①経営発達支援計画委員会 

10．経営指導員等の資質向上等に関すること 

  ①外部講習会等の積極的活用、②ＯＪＴ制度の導入、③定期ミーティングの

開催、④データベース化 

連絡先 

習志野商工会議所 中小企業支援室 

〒275-0016 千葉県習志野市津田沼 4-11-14 

TEL:047-452-6700/FAX:047-452-6744 E-Mail:harada@narashino-cci.or.jp 

習志野市 協働経済部産業振興課 

〒275-8601 千葉県習志野市鷺沼 2-1-1 

TEL:047-453-7395/FAX:047-453-5578 E-mail:sangyo@city.narashino.lg.jp 

 

tel:047-452-6700/FAX:047-452-6744
tel:047-453-7395/FAX:047-453-5578
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

 

１．目標 

 

 （１）地域の現状及び課題 

 

   ①現状 

    （ア）立地 

         千葉県北西部に位置し、東京都心から 

ほぼ 30 ㎞圏、鉄道による所要時間は約 

30分程度にあり、地形は東西 8.9 ㎞、 

南北 6.2 ㎞で内陸部の自然地形と平坦な 

埋立地からなっています。 

         周囲は、千葉市・船橋市・八千代市に 

隣接する、面積 20.97㎢の都市です。 

         市域は、下総台地となっている北部地 

域が高く、台地から南に向かって緩やか 

に低く傾斜しています。最も高い場所は 

海抜 30.6ｍあり、最も低い場所は海抜 

0.8ｍで海に接しています。 

         面積は、津田沼町時代の昭和初期には 

約 6 ㎢強しかありませんでしたが、昭和 

29年の市制施行、同 41年、52年の 2回にわたる埋立工事に伴って、現在は 20.97 

㎢に達しています。埋立てを免れた沿岸部は、全国に知られる「谷津干潟」で、多 

くの渡り鳥を観察できる等、豊かな自然のサンクチュアリーとなっています。 

         気候は日本列島・太平洋側の特徴的な気候で、冬の乾燥と晴天、夏は梅雨や台風 

による降雨と盛夏の晴天がみられます。 

 

    （イ）人口の推移 

         昭和 29年 8月 1日に人口 30,204 人で市制を施行して以来、高度経済成長と首都

圏の人口急増などを背景に、JR総武線の複々線化、2度の公有水面埋立による市域

の拡大やそれらに伴う住宅団地開発が行われる中で、本市は、教育・福祉および文

化の振興や住環境の保全などに力を注ぐ、文教住宅都市として発展してきました。 

令和 3年 7月末現在の住民基本台帳人口は、175,693人に達しており、市制施行 

後 65年で 5.7倍の増加となっています。平成 22年から平成 31年までの 10年間で 

は、約 9,000人、5.4ポイントの増となっており、特に、土地区画整理事業により、 

平成 25 年にまちびらきをした奏の杜地区は、約 8,000人の増加となっています。 

このほか、東習志野地区の工場跡地における大規模開発や、一部土地区画整理事 

業が実施された谷津地区の増加も、人口増加に大きく影響しています。 

 

 

 

 

 

 



２ 

 

 

【令和 3年 3月末時点の習志野市の人口状況】      (単位：人) 

区 分 総 数 男 性 女 性 

人 

口 

常住人口 175,301 87,279 88,022 

老年人口 

(65歳以上) 

後期高齢者(75歳以上) 21,495 8,803 12,692 

前期高齢者(65～74歳) 19,563 9,179 10,384 

高齢者総数 41,058 17,982 23,076 

生産年齢人口(15～64歳) 103,362 53,379 49,983 

年少人口(0～14 歳) 30,881 15,918 14,963 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （ウ）産業の景況感 

         「日本経済 2018-2019」によれば、国内経済は、平成 24（2012）年 11月を底に

緩やかな景気回復を続けており、世界経済の回復と政府の経済政策により、経済の

好循環が着実に回りつつあるとされています。これは習志野市においても同様であ

り、千葉財務事務所の「千葉県分の経済情勢報告」から、引き続き回復傾向にある

ことがうかがえます。 

         一方で、令和 3年東京オリンピック・パラリンピックの開催に伴い、大きな経済

効果が期待されましたが、令和 2年からの新型コロナウイルス感染症感染拡大の影

響による景気失速や消費税増税に伴う消費低迷、人口減少による市場の縮小化な

ど、ネガティブな要因も抱えています。 

さらに、高齢化の進行に伴い、中小企業・小規模事業者の事業承継が大きな問 

題となっています。 

 

 



３ 

 

 

◆習志野市での各産業の存在感 

 〇卸売・小売業が事業所数、事業従事者数、付加価値が大きく存在感があります。 

 〇医療・福祉は事業従事者数が大きい。 

 〇付加価値額が大きな産業は、住宅賃貸業、運輸・郵便業、専門・科学技術、業

務支援サービス業、小売業、これらの産業が地域を支えている。 

 〇付加価値額のうち、第１次産業が 0.0％、第２次産業が 31.7％、第３次産業が

68.3％を占める。 

         〇製造業の事業所数は減少傾向にあります。一方で、製造業の従業員数は右肩上 

がりの傾向にあります。特に 2016年から 2017年。 

         〇製造業の製造品出荷額等は 2013年から 2018年で大幅に増加。 

         【RESAS による地域経済循環図】  
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    （エ）商工業者の推移 

         習志野市の産業別事業所の推移は以下のとおりとなっています。 

         〇卸売・小売業 

           小売業の事業所数は減少していています。特に 2007 年から 2012年にかけて 

急減しました。従業員数は 2004 年から 2012年に減少したものの、近年はやや 

回復基調にあり、年間商品販売額は、2002年から 2016年は緩やかに増加して 

います。 

〇製造業 

           製造業の事業所数は減少傾向にあり、一方で従業員数は右肩上がりの傾向に 

あります。（特に 2016年から 2017年） 

 製造品出荷額等は 2013年から 2018年で大幅に増加。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （オ）交通 

         習志野市は、主要交通である鉄道 

が市内中心部を横断し、5路線 7 駅 

が設置され、市内どの地域からも約 

2㎞で駅へ行くことができ、鉄道へ 

のアクセスは大変優れています。 

また、京葉道路・東関東自動車道 

の高速道路、国道 14号・国道 357 

号の国道等、数多くの道路が設置さ 

れ、充実した交通網が発達していま 

す。更には、新たに谷津船橋インタ 

ーチェンジが平成 25年に完成し、 

周辺地域の混雑緩和や利便性の向上が期待されます。 

この充実した交通網により、都心まで約 30分、成田空港まで約 40分と交通至便な 

地域となっています。 
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    （カ）習志野市基本構想 

         習志野市には、昭和 45 年に制 

定した文教住宅都市憲章がありま 

す。これは、本市のまちづくりの 

基本理念として受け継がれてきた 

ものです。基本構想は、この憲章 

の下、まちづくりの基本的な考え 

方や方向性を表すものです。更に、 

基本構想で示した将来都市像を実 

現するための施策を表す基本計画、 

具体的な事業を表す実施計画があ 

ります。（なお、基本構想から実施計画をまとめて、長期計画と言います。）現在の 

習志野市後期基本計画においては、将来都市像を実現するための施策の体系を構築 

し、施策を実現するための具体的な手段となる各種の事務事業を以って実施計画を 

構成しています。 

 

     （ⅰ）長期計画の構成内容 

        〇基本構想 

計画内容 

基本構想は、まちづくりの基本的な考え方である将来都市像や

将来都市像を実現するための目標及び重点プロジェクトを示

します。 

計画期間 
計画期間は平成 26（2014）年度から 37（2025）年度までの 12

年間とします。 

 

        〇基本計画 

計画内容 
基本計画は、基本構想で示した将来都市像を実現するための目

標及び重点プロジェクトの具体的な施策を示します。 

計画期間 

中期的な事業や目標を施策として体系的に取りまとめるため、

計画期間は基本構想の計画期間を前期・後期に分け、それぞれ

６年間とし、後期計画については、改めて策定作業を行います。 

 

        〇実施計画 

計画内容 
実施計画は、基本計画で示した施策を実現するための個々の事

業計画を示します。 

計画期間 
社会の変化や住民ニーズに柔軟に適応させるため、計画期間は

３年間とし、３年毎に策定作業を行います。 
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     （ⅱ）習志野市産業振興計画とは 

        〇計画の位置付け 

           基本構想に掲げる「将来都市像」（目指すべき姿）を実現するために定めた 

基本計画における個別計画として位置付けるものであり、産業振興基本条例 

（平成 17年 4月施行）に示された「目指す方向」に基づき、同条例に規定す 

る「基本的な施策」を具体化し、確実に推進していくためのツールとして策定 

したものです。 

  

        〇計画の期間 

           本計画の計画期間は、習志野市基本構想の終了時期に合わせ、令和 2年度 

から令和 7年度までの 6か年とします。ただし、社会環境の変化等に対応する 

ため、令和 4年度頃を目途に内容を見直すこととし、その他、国の方針や本市 

の長期計画（基本構想、基本計画）などに大きな変更が生じた場合等にあって 

は、必要に応じ随時改定を行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ②課題 

    （ア）産業別の状況と課題 

      （ⅰ）商業・サービス業の現状と課題 

         【現状】習志野市の商業は、消費者の生活スタイルの変化や生活行動圏の広がり、 

少子超高齢化、インターネット等を活用した新たな販売形態の拡大とい 

った社会環境の変化に加え、近隣地区への大型商業施設の進出などによ 

り、厳しい競争下に置かれています。 

これまでも、各商店街や個店、商工会議所及び市が連携し、地域の活性 

化や売り上げの向上に取り組んできましたが、これまで以上に、市域と 

して一体的な対策に取り組み、併せて商店街や個店、大型店等が共存・ 

共栄を図ることが重要となっています。 

 

         【課題】近隣他市からの来街者の増加を図るため、回遊性の向上や商店同士の連 

携、市民等の参加による活力の創出など、新たな魅力を持った商業集積 

づくりに向けた取り組みを支援する必要があります。 

また、ＩＣＴの目まぐるしい変化や進歩、インターネットを活用した 

販売・購入、さらにはキャッシュレス決済など、多様化する消費者ニー 

ズに対応できるよう、サービス向上を図るとともに、大学や地域住民、 

市民活動団体などと連携して商業基盤を強化するなど、時代の変化に即 

した商業振興に取り組まなければなりません。 

併せて、経営者の高齢化や後継者不足についても、地域として対策に 

取り組む必要があります。 



７ 

 

 

      （ⅱ）工業の現状と課題 

         【現状】習志野市の工業は、主に、戦前から続く市内中小工場や、戦後の企業誘 

致によって進出した大手企業、第 2 次埋立地への市内から移転進出した 

中小工場、市外からの進出企業により構成されています。 

東習志野地区、実籾・屋敷地区など内陸部工業地では、安定した操業 

がなされていますが、一部で既存工場の撤退や廃業等に伴う商業施設や 

住宅地への転換が見られます。 

茜浜・芝園地区といった臨海部工業地においても、盛衰による入れ替 

えはあるものの、安定した企業立地となっています。平成 25 年の東関 

東自動車道谷津船橋インターチェンジの開通以降、一層、利便性の向上 

が図られたこともあり、特に流通の拠点として、本市臨海部の立地への 

注目度はさらに高まっています。 

一方、わが国を取り巻く若者を中心に見られるものづくり離れや、生 

産拠点の海外移転などによる産業空洞化は、将来にわたる本市の産業の 

在り方にも、その影響が懸念されます。 

 

         【課題】厳しい経済情勢の中で生き残るため、今後も産学民官連携による技術開

発力の向上、新技術・新製品の開発を支援し、都市間競争・国際競争に

負けない企業づくりに取り組まなければなりません。 

また、現在市内で操業している企業の転出を防ぐとともに、新たな企

業が進出しやすいよう、引き続き、良好な操業環境の保持に取り組むと

ともに、工場用地をより有効活用できる仕組み作りを検討していく必要

があります。 

              工業地の土地利用については、計画的な土地利用誘導により、産業環 

境の維持・保全が図られていますが、茜浜地区の一部には、住居系土地

利用との混在が懸念される街区が存在し、東習志野地区、実籾・屋敷地

区など内陸部工業地の一部でも、住居系への土地利用転換が進んでいる

地域があるなど、継続的に住工混在の解消への対応が求められます。 

併せて、人手不足、後継者不足についても、若年層、女性、高齢者と

いった多様な働き手の職場環境の整備など、産学民官の連携が必要とな

ります。 
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      （ⅲ）観光の現状と課題 

         【現状】習志野市の観光資源は、谷津干潟や谷津バラ園、茜浜緑地、千葉県国 

際総合水泳場に加え、市内の主な公園や市域を縦貫するハミングロード

などがあり、一年を通して多くの来訪者があります。 

また、平成 6 年に開催して以降、夏の風物詩として定着している市民

まつり「習志野きらっと」をはじめ、各地域で開催されるまつり・催し

は、地域の人たちに“ふるさと習志野”を感じる機会として親しまれて

います。さらに、近年の健康志向の高まりなどから、御朱印集めや七福

神めぐりなど、市内に点在する史跡や文化施設を巡るまち歩きプログラ

ムが、市民活動団体などによって実施され、好評を得ています。 

 

         【課題】市域外、特に遠方から集客が見込めるような、通俗的な意味での観光資

源に乏しいことから、観光面での対策の必要性が認識されにくいという

課題があります。 

              習志野市では、住民が地元に愛着や誇り、シビックプライドを持つ地 

域にこそ、人々を惹きつける力があると捉え、まちづくり活動そのもの 

を新しい集客の資源とする「観光まちづくり」に取り組んでいます。取 

り組みの推進にあたっては、これらの魅力を戦略的・効果的に発信して 

いくだけでなく、主役であり、最大の支援者でもある市民のシビックプ 

ライドを醸成し、主体化させていくことが求められます。 

 

 （２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 

   ①１０年程度の期間を見据えて 

      にぎわいのある産業の発展と共に、当市が産業と生活の調和の取れた都市を目指してい 

く中で、当市の産業の根幹である小規模事業者が、自らの意思でその経営理念に基づき、 

地域や市場の中で自身の役割を理解し、顧客のニーズを確実に捉えた、戦略的視点をもっ 

て、その目的達成のために計画を立案実行することのできる魅力ある事業者に成長してい 

くことを目指します。 

また当市においても台風などの自然災害、新型コロナウイルス感染症拡大により、飲食 

業を中心に大きな打撃を受けており、前向きに取り組む小規模事業者がこれからの 10年 

の間に新しい生活様式を取り入れた事業展開を図り、ＢＣＰ（事業継続計画）策定をはじ 

めとした支援を行いながらアクシデントにも強い地域経済の担い手として、将来に亘って 

持続的に成長・発展を遂げる必要があります。そして今後の少子高齢化の進展により、生 

産年齢人口の減少や経済・産業のグローバル化による構造変化など、大きな時代の潮流を 

的確にとらえ、多様な機能を複合する都市として持続的に発展できるよう長期的な視点に 

立ち、変化する経営環境へ対応できるよう小規模事業者へ継続的に支援するとともに、起 

業・創業者への支援の充実も併せながら産業の育成に取り組んでいきます。 

 

   ②習志野市基本計画との連動制・整合性 

      「習志野市基本計画」の基本目標のひとつとして「にぎわいと活力を創出する地域経済・ 

産業の振興」があり、地域産業の競争力を強化することを目標に掲げている。   

習志野市が「習志野市産業振興計画」を基に実施していく地域資源の活用や小規模店舗 

などの魅力や競争力の向上支援と連動して、本計画では小規模事業者の経営基盤の強化を 

図ったうえで、当市固有の様々な魅力や地域経済を有効活用した新しい事業を創出し、小

規模事業者が持続的に成長・発展していくことを目標としているため、市の総合計画との

連動性、整合性はとれています。 
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   ③商工会議所としての役割 

      習志野市が基本構想で掲げる「未来のために～みんながやさしさでつながるまち～習志

野」の実現に向けて、日々変化する経済環境のもと小規模事業者が直面する高度な課題に

ついて、様々な支援機関と連携ネットワークを最大限に利用し、その解決策や打開策を導

き出す「地域の身近な相談相手」となることが当所の役割です。     

小規模事業が抱える課題を迅速に把握するとともに、他の支援機関との連携をしながら

課題解決に向けた処方箋としての支援策を提供できる役割を担い、地域の総合経済団体と

して「活力とにぎわいのある魅力あるまちづくり」の一環として長期的な小規模事業者の

支援を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）経営発達支援事業の目標 

      習志野商工会議所は、長期的な小規模事業者の支援を実現するために以下の目標を掲 

げ、行政機関や各支援機関と連携し、地域産業の発展と時代の変化に対応できる事業者の 

支援を推進していきます。 

 

    ①事業計画策定支援を実施すべき小規模事業者を想定した目標  

      

（ⅰ）伴走型支援による小規模事業者の経営基盤強化による経営の安定化 

    本市産業の中心的な存在である中小企業が、経済情勢や経営環境の変化に柔軟に

対応し、将来にわたって地域に根ざした事業展開ができるようにすること。 

 成果目標 目標値 目標設定理由 

市内事業所数 
4,270事業所 

(R9.3) 
目標値は社会情勢から現在同数としている。 

利子補給交付 

事業所数 

309事業所 

(R8年度) 

目標値は、制度融資利用者及び利子補給金の

交付実績が減少していることから、年度あた

り 10％減少することを見込み、算定した。 
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（ⅱ）時代に即した魅力ある商工業の振興 

    中小小売店と大型店との共存・共栄や、商店街と市民、市民活動団体などによる

新たな連携を推進し、消費者の生活や消費スタイルを含めた社会の変化に柔軟に対

応できるようにすること。 

 成果目標 目標値 目標設定理由 

市内事業所数 
4,270事業所 

(R9.3) 
目標値は社会情勢から現在同数としている。 

市内法人数 
3,500事業所 

(R9.3) 

過去の傾向から毎年 50 法人程度増加。 

同程度増加するものと見込み目標値を算定。 

習志野ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙもの

づくりｶﾞｲﾄﾞｱｸｾｽ数 

42,000件 

(R9.3) 

目標値は、年度あたり 1,000 件以上増加させ

ることを見込み算定。 

 

（ⅲ）創業しやすい環境の整備       

 成果目標 目標値 目標設定理由 

設立法人数 
1,600件 

(R9.3) 

目標値は、令和 2・3 年度が基準値より 5％、

令和 4・5 年度が 10％、令和 6・7 年度が 15％

増加するものと見込み算定。 

見込み、算定した。 

 

これらの目標を達成することにより、「小規模事業者が地域経済の担い手として、将来

に亘って持続的に成長・発展を遂げるようにすること」、起業・創業者への支援を充実す

ることにより、「活力とにぎわいのある魅力あるまちづくりに貢献すること」を、地域へ

の裨益目標とします。 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間・目標達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日 ～ 令和９年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 

   （ⅰ）伴走型支援による小規模事業者の経営基盤強化による経営の安定化 

        本市産業の中心的な存在である中小企業が、経済情勢や経営環境の変化に柔軟に対 

応し、将来にわたって地域に根差した事業展開ができるよう、法定経営指導員・経営 

指導員・補助員が巡回等の際に、地域の経済動向調査や経営分析等の指標を活用し、 

状況を把握し課題の発見や解決への道筋等の支援をしていきます。 

 その上で、事業計画書の策定等の相談ができる、個別相談事業を行い、事業者の資 

金調達や販路・仕入先拡大、経営計画策定など、それぞれの特性に沿った経営基盤の 

強化や経営革新の取り組み促進、融資制度等による円滑な資金調達支援経営支援を行 

います。 

 

   （ⅱ）時代に即した魅力ある商工業の振興 

        サービスの多様化や商品構成の向上、キャッシュレス決済やＩＣＴの利活用、シェ 

アリングエコノミーなど、高度情報化、Society 5.0 といった社会の変化に適応でき 

るよう、時代に即した支援や啓発を行います。 
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また、産学民官連携による産業基盤の強化や、新技術・新製品の開発など付加価値 

の高いものづくり、新たな分野への参入などを支援し、市内事業者の競争力向上を図 

ります。 

さらに、企業の市外転出を防止するとともに、新たな企業の進出を図るため、良好 

な操業環境の保持に努めます。 

 

   （ⅲ）創業しやすい環境の整備 

        創業希望者を対象とした「創業塾」をはじめ、機関と連携しながら、創業前の相談 

から資金調達、創業後のフォローアップまで、多様なアプローチによって、市内での 

創業を考えている人たちを支援します。 

また、将来的に「創業のまち」とすることを見据え、長期的な視点で市全体の創業 

機運を醸成するために、無関心層や、児童・生徒・学生といった若年層に対する意識

啓発の取り組みを推進するとともに、その他、新たな産業や市場の創出、新たな技術

や製品の開発への支援に取り組みます。 

 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    ①現状 

       日本商工会議所「ＬＯＢＯ調査」、（独）中小企業基盤整備機構「景況調査」を市内事 

業者に対して実施していますが、独自の分析はできておらず、全国で取りまとめた結果 

をホームページにて公表することにとどまっています。 

     

②課題 

   上記２つの調査を実施しているものの、ビックデータ等を活用した専門的な分析が 

      できていなかったため、中小企業診断士等の助言を得ながら改善を図り、習志野市独自 

      の地域経済動向調査実施が必要です。 

 

 （２）目標     

支援事業内容 現  状 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

①地域経済分析シス

テム「RESAS」の活用 
年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

②習志野市 

「景況調査」の実施 － 
年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 

年１回 

(HP 掲載) 
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 （３）事業内容 

    ①地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」の活用（経済産業省） 

       当地域において真に稼げる 

産業や事業者に対して、限ら 

れたマンパワーや政策資源を 

集中投下し、効率的な経済活 

性化を目指すため、経営指導 

員が「ＲＥＳＡＳ」（地域経 

済分析システム）を活用した 

地域の経済動向分析を専門家 

と行い、年 1 回、ホームペー 

ジで公表します。 

 

       

 

       【調査項目】「地域経済の全体の把握」 ・・・地域経済循環マップ 

             「人口の動き」      ・・・人口マップ、まちづくりマップ 

             「地域における主要な産業」・・・産業構造マップ、地域経済循環マップ 

             「他地域との相対比較」  ・・・産業構造マップ、企業活動マップ 

       【分析手法】経営指導員のほか、中小企業診断士等専門家に入っていただき、調査レ 

             ポートを作成 

       【分析回数】年１回（６月） 

 

    ②習志野市「景況調査」の実施 

       現在実施している日本商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査の調査票を基に、調 

査対象事業者の業種バランスを工夫しながら事業者数を増やし、管内の小規模事業者の

景気動向の従来の調査を行いながら、独自の見解を加えた分析を行います。 

【調査対象】管内小規模事業者５００社 

【調査方法】調査票を郵送しＦＡＸまたは返信用封筒で回収 

       【調査回数】年１回（９月） 

           【調査項目】業況、売上高、採算、資金繰り、従業員数 等 

           【分析手法】経営指導員等が外部専門家と連携して分析 

 

 （４）調査結果の活用 

    ①情報収集・調査、分析した結果はホームページに掲載し、広く事業者等に周知します。 

    ②経営指導員等が巡回指導を行う際の参考資料とします。 

    ③習志野市と情報共有し、地域経済動向の基礎資料として活用するとともに、事業計画策 

定支援等に反映します。 

 

４．需要動向調査に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    ①現状 

       これまで実施していません。  

    

 

 



１３ 

 

 

②課題 

   市内事業者を取り巻く外部環境が激変する中、事業者の販売する商品、提供するサ 

ービスの需要動向の実態把握を行っての事業計画立案は、事業の持続的発展に極めて重 

要である。これまで当該商品やサービスの需要動向など消費者の購買動機、購買行動 

等に関する情報の収集と提供に向けた取組みが十分にできていませんでした。また、行 

政機関等が発表している各種統計調査の資料は、質・量ともに充実しているが、小規模 

事業者が自身で分析することは時間的な制約等もあり難しい一面がある。そのため需要 

動向等の必要な情報を分かりやすくレポート等にまとめ情報提供することで新たな販 

路の開拓や新商品等の開発に活かせるような仕組みづくりが必要となっています。 

 

 （２）目標 

支援事業内容 現  状 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

①飲食業顧客需要調

査対象事業所数 
－ 

年１回 

(３者) 

年１回 

(３者) 

年１回 

(３者) 

年１回 

(３者) 

年１回 

(３者) 

②サービス業顧客需

要調査対象事業所数 
－ 

年１回 

(２者) 

年１回 

(２者) 

年１回 

(２者) 

年１回 

(２者) 

年１回 

(２者) 

 

 （３）事業内容 

      「５．事業計画策定支援に関すること」で事業計画の策定を行う予定の小規模事業者の 

うち、飲食業・サービス業を選定し、そのお店の顧客に向けたアンケート調査を実施。 

アンケート集計結果は中小企業診断士等の専門家と経営指導員等が分析し、新商品やサ 

ービス提供の基礎資料とします。 

 

    ①飲食業顧客需要調査 

【調 査 対 象】飲食店 ３者 

【調 査 方 法】テーブルアンケート 

       【調 査 回 数】年１回（１１月） 

           【調 査 項 目】顧客の属性、メニュー、価格、味、量、食材、店の雰囲気 等 

      【サンプル数】１００名 

           【分 析 手 法】経営指導員等が外部専門家と連携して分析 

 

    ②サービス業顧客需要調査 

【調 査 対 象】サービス業２者 

【調 査 方 法】店頭アンケート 

       【調 査 回 数】年１回（１１月） 

           【調 査 項 目】顧客の属性、提供サービス内容、価格、店の雰囲気 等 

      【サンプル数】１００名 

           【分 析 手 法】経営指導員等が外部専門家と連携して分析 

 

 （４）調査結果の活用 

    ①経営指導員が外部専門家とともに選定事業者を訪問し、分析結果を報告する。 

     その上で、新規メニューやサービス内容の開発に繋げるための基礎資料として活用しま 

す。 
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５．経営状況の分析に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    ①現状 

       習志野商工会議所ではこれまで金融相談の際、返済余力やキャッシュフロー等の数値 

      を把握する程度で、事業者自身の経営に関する財務分析は数事業所にとどまっていまし 

た。  

    

②課題 

   高度・専門的な知識をもつ外部専門家等と連携し、小規模事業者の現状を様々な面か 

ら分析するとともに、小規模事業者自身が経営課題に対して考え、具体的な対策を導き 

だせるよう指導していきます。 

 

 （２）目標 

支援事業内容 現  状 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

①セミナー開催回数 － 
１回 

(３０名) 

２回 

(６０名) 

２回 

(６０名) 

３回 

(９０名) 

３回 

(９０名) 

②経営分析事業者数 ８者 ４２者 ５２者 ６６者 ８２者 ９０者 

 

※②の目標根拠：令和 4年 経営指導員 4名×10者+補助員 2名×1者=42者 

          令和 5年 経営指導員 4名×12者+補助員 2名×2者=52 者 

          令和 6年 経営指導員 4名×15者+補助員 2名×3者=66 者 

          令和 7年 経営指導員 4名×18者+補助員 2名×5者=82 者 

          令和 8年 経営指導員 4名×20者+補助員 2名×5者=90 者 

 

 （３）事業内容 

    ①経営分析を行う事業者の発掘（経営分析セミナー等の開催） 

       セミナーの開催や各種補助金申請支援を通じて、経営分析によって自社の経営課題を 

      把握し、事業計画の策定等への活用についての理解を深めるとともに、対象事業者の掘 

り起こしを行います。 

 

      【対 象 者】管内すべての小規模事業者 

【募集方法】チラシを作成し、ホームページで広く周知、巡回・窓口相談時に案内 

【講  師】中小企業診断士、ＩＴ専門家 等 

【開催回数】セ ミ ナ ー：令和４年度   ・・・１回 

            令和５年・６年度・・・２回 

            令和７年・８年度・・・３回 

専門家派遣：随時実施 

【参加者数】令和４年度   ・・・３０名（３０名×１回） 

      令和５年・６年度・・・６０名（３０名×２回） 

      令和７年・８年度・・・９０名（３０名×３回） 
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    ②経済産業省「ローカルベンチマーク」を活用した財務分析及びＳＷＯＴ分析 

       経済産業省が推奨している「ローカル 

ベンチマーク」を活用し、経営指導員・ 

補助員が財務分析を行う。このシステム 

であれば、小規模事業者自身も比較的容 

易に活用でき、経験の少ない経営指導員 

や補助員でも利活用ができることができ 

ます。 

 

 

      【対 象 者】経営指導員が接触した小規模事業者のうち、自社の分析に積極的に取り組 

もうとする意思のあるもの。 

また、経営指導員が分析の必要性があると認められるもの。 

      【分析項目】事業所の基礎的な財務分析及び経営方針の基礎資料となるよう以下項目に 

ついて分析を行います。 

（ⅰ）定量的分析（財務分析） 

売上高・経常利益・損益分岐点・粗利益率(収益性、成長性、生 

産性、効率性、安全性) 

（ⅱ）定性的分析（非財務分析） 

ＳＷＯＴ分析･･･強み・弱み・脅威・機会 

【分析手法】経済産業省「ローカルベンチマーク」を使用し、決算書入力や聴き取りを 

行います。 

 

 （４）成果の活用 

     ・分析結果は、当該事業者にフィードバックし、事業計画策定等に活用します。 

     ・分析結果は、データベース化し所内で情報共有し、経営指導員・補助員等のスキルアッ 

      プに活用します。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    ①現状 

       習志野商工会議所ではこれまで事業計画策定支援としてセミナーを開催してきまし 

      たが、経営革新計画や持続化補助金等の申請に関わるものが多く、策定した後の検証等 

においては十分になされておらず、また、小規模事業者自身も事業計画書の策定が補助 

金等の申請書類のひとつとしか考えておらず、策定＝提出で支援が終わっていました。 

    

 ②課題 

    従来の補助金申請等に関わる事業計画書とは別に伴走型支援のひとつとして事業計 

画を策定する小規模事業者を選定し、事業計画策定支援を行っていきます。 

 

 （２）支援に対する考え方 

      小規模事業者に対し、事業計画策定の意義や重要性を漠然と述べても、実質的な行動や 

意識変化を促せる訳ではないため、「事業計画策定セミナー」のカリキュラムを工夫する 

などにより、５．経営状況の分析に関することで経営分析を行った事業者の 5割程度／年 

の事業計画策定を目指します。 
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また、持続化補助金の申請を契機として経営計画の策定を目指す事業者の中から、実現 

可能性の高いものを選定し、事業計画の策定につなげていきます。 

さらに、事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業者の 

競争力の維持・強化を目指します。 

 

 （３）目標     

支援事業内容 現 状 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

①ＤＸ推進セミナー － 
年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

②事業計画策定セミナー － 
年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

年２回 

(４０名) 

事業計画策定事業者数 ８者 ２１者 ２６者 ３３者 ４１者 ４５者 

 

 （４）事業内容 

    ①「ＤＸセミナー・ＩＴ専門家派遣」の実施 

       ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、また、実際にＤＸに向けたＩＴ 

ツールの導入やＷｅｂサイト構築等の取組みを推進していくために、セミナーを開催す 

る。さらに、セミナーを受講した事業者の中から取組み意欲の高い事業者に対しては、 

経営指導員による相談対応、必要に応じてＩＴ専門家派遣を実施します。 

【支援対象】管内小規模事業者 

【募集方法】チラシを作成し、ホームページで広く周知、巡回・窓口相談時に案内 

【講  師】中小企業診断士、ＩＴ専門家 等 

【開催回数】セミナー：年２回、ＩＴ専門家派遣：随時 

【内  容】ＤＸ総論、ＤＸ関連技術の具体的な活用事例 

      ＳＮＳを活用した情報発信方法 など 

【参加者数】２０名程度 

 

    ②「事業計画策定セミナー」の開催 

      【支援対象】経営分析を行った事業者を含む管内小規模事業者及び過去の創業塾受講 

生を含む新規創業者 

      【募集方法】チラシを作成し、ホームページで広く周知、巡回・窓口相談時に案内 

      【講  師】中小企業診断士等の専門家 

      【開催回数】年２回 

      【内  容】事業計画総論 

             事業計画の重要性について 

             事業計画策定の手法について 

      【支援手法】事業計画策定セミナーの受講者に対し、経営指導員等が担当制で張り付 

            き、外部専門家も交えて確実に事業計画の策定につなげていきます。 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    ①現状 

       上記「6.事業計画策定支援に関すること」で述べたように補助金等の申請時の際に 

事業計画策定への支援に留まっており、策定後の実施支援は手薄で不十分な状況です。    
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 ②課題 

       当所では従来の補助金申請等に関わる事業計画書とは別に伴走型支援のひとつとし 

て事業計画を策定する小規模事業者（上記の事業計画策定支援者）に対し、巡回等で 

継続的に支援を行っていきます。 

 

 （２）支援に対する考え方 

      事業計画を策定した全ての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況等により、訪問 

回数を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回数を減らして 

も支障ない事業者を見極めた上で、フォローアップ頻度を設定します。 

 

 （３）目標 

支援事業内容 現  状 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

フォローアップ 

対象事業者数 
－ ２１者  ２６者  ３３者  ４１者  ４５者 

フォローアップ頻度

（延回数） 
－ ８４回 

(３カ月に１回) 
１０４回 
(３カ月に１回) 

１３２回 
(３カ月に１回) 

１６４回 
(３カ月に１回) 

１８０回 
(３カ月に１回) 

売上増加事業者数 －  ８者  １０者  １３者  １６者  １８者 

利益率 1％以上増加

の事業者数 
－  ８者  １０者  １３者  １６者  １８者 

 

 （４）事業内容 

    ①個別訪問の実施 

       事業計画策定に携わった管内小規模事業所に対し、経営指導員等が継続して事業計画 

      の進捗状況等を原則 3カ月に 1回、巡回訪問等で確認を行う。ただし、事業者からの申 

出等あった場合は、臨機応変に対応します。 

       また、巡回訪問時等で課題や問題、事業計画の変更の必要が生じたときには、中小企

業診断士等の外部専門家と連携し、発生要因及び今後の対応策を検討の上、フォローア

ップ頻度の変更等を行います。 

     

      【対 象 事 業 所 数】事業計画策定に携わった管内小規模事業所 

【フォローアップ頻度】原則３カ月に１回 

      【計画策定後支援の手法】経営指導員が継続して事業計画の進捗状況を確認。 

                  なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間に問題が生

じていると判断する場合には、外部専門家など第三者の視点

を必ず投入し、当該問題の発生要因及び今後の対応方策を検

討の上、フォローアップ頻度の変更等を行う。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

 （１）現状と課題 

    ①現状 

       毎年１回、市内製造業者に募集を募り、工業系展示会へ習志野商工会議所として出展 

      しているものの、新規契約に繋がっておらず、出展することで満足するといった状況に 

なっています。    
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 ②課題 

       これまで実施しているものの、展示会出展の事前・事後のフォローが不十分であった 

      ため、改善した上で実施する必要があります。 

今後、新たな販路の開拓にはＤＸ推進が必要であることを理解・認識してもらい、リ 

アルの展示会だけではなく、オンラインの取り組みも支援していく必要があります。 

 

 （２）支援に対する考え方 

      商工会議所として、自前で展示会を開催することは非常に困難なため、首都圏で開催さ 

     れている既存の展示会への出展を引き続き継続していきます。出展にあたっては、オンラ 

イン展示会への出展を含む、企業㏚のデジタル化支援をはじめ、事前・事後の支援を行い 

ます。 

      ＤＸに向けた取り組みは、ＳＮＳ情報発信等、ＩＴによる営業・販路拡大に関するセミ 

ナーや相談を行い、また、導入に際してはＩＴ専門家派遣等を実施することで事業者の段 

階にあった支援を行います。 

 

 （３）目標 

支援事業内容 現 状 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 

①展示会出展事業者数  ５者  ５者  ５者  ６者  ６者  ６者 

①´成約件数 －  １件  １件  ２件  ２件  ２件 

②ＳＮＳ活用事業者 － １０者 １０者 １０者 １０者 １０者 

②´売上増加率/者 － １０％ １０％ １０％ １０％ １０％ 

 

 （４）事業内容 

      新商品・新サービスの販売や、新製品・新技術開発等に取り組む小規模事業者を対象に、

販路拡大を目的として国内で開催される展示会・商談会等への出展等を支援します。   

展示会等の出展者に対しては成約率を高めるため、事前に企業向けの営業、チラシやパ

ンフレット、ＰＯＰ広告、接客等についてアドバイスを行うとともに、展示会出展後の事

後指導を行い、成約件数を増やす支援をします。 

 

    ①展示会出展事業（ＢtoＢ） 

      想定している展示会は以下のとおりです。 

＜産業交流展＞ 

         主   催：産業交流展実行委員会（東京都、東京商工会議所、東京都商工会議所連 

合会、東京都商工会連合会、東京都中小企業団体中央会、株式会社東京 

ビッグサイト、公益財団法人東京都中小企業振興公社、地方独立行政法 

人東京都立産業技術研究センター） 

        開催趣旨：原則として、首都圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）に事業所を 

有する個性あふれる中小企業などの優れた技術や製品を一堂に展示し、 

販路拡大、企業間連携の実現、情報収集・交換などのビジネスチャンス 

を提供することを目的として開催。 

出展対象：首都圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）に事業所を有し、情報、 

環境、医療・福祉、機械・金属の分野に属する中小企業・団体 など 
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実    績：令和元年度、出展者数：748 社団体、来場者数：27,779 人 

 

      ＜新価値創造展＞  

主    催：独立行政法人中小企業基盤整備機構  

開催趣旨：新しいアイデアや技術を求める大企業・中堅企業等の研究開発、事業

企画、マーケティング部門を始め、新製品やサービスの取り扱いを目

指す企業等との連携構築、共創、ビジネスマッチングを目指すことを

目的として開催  

出展対象：自らが開発又は企画に携わった製品・技術・サービスを保有し、「新価

値創造展」に自社の製品・技術・サービスを出展することで ビジネス

マッチングを希望する中小企業・ベンチャー企業  

実    績：令和元年度、出展者数：375 社団体、来場者数：21,187 人 

 

    ②ＳＮＳ活用 

       現状の顧客が近隣の商圏に限られていることから、より遠方の顧客の取込みのため、 

      取り組みやすいＳＮＳを活用し、宣伝効果を向上させるための支援を行います。 

 

Ⅱ.経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援能力向上に向けた取組み 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

   

（１）現状と課題 

     ①現状 

       平成２９年度の認定以降、毎年事業の評価は行ってきたが、見直し案までには至って 

      いません。 

 

     ②課題 

       事業の実施状況、および成果について、その報告をして、委員会による評価・検証を 

行い、計画通りに遂行できたか、今後はＰＤＣＡサイクルを回し、適正な経営発達支援

計画の実施を行うことで小規模事業者の支援に繋げていきます。 
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  （２）事業内容 

     ①経営発達支援計画委員会 

      （ⅰ）経営発達支援計画委員会に事業の実施状況、成果の評価・見直し案の提示を行う。 

【委員会構成】 

・習志野商工会議所（専務理事、事務局長、室長、室長補佐・法定経営指導員） 

・習志野市（協働経済部長、産業振興課長） 

・外部有識者（中小企業診断士等専門家） 

（ⅱ）上記の経営発達支援計画委員会を年 1回開催し、評価・見直しの方針を決定する。 

       （ⅲ）事業の成果・評価・見直しの結果については、正副会頭会議へ報告し承認を受け 

る。 

       （ⅳ）事業の成果・評価・見直しの結果を習志野商工会議所ホームページで公表し地域 

の小規模事業者が常に閲覧可能な状態にする。 

 

10. 経営指導員等の資質向上等に関すること 

  （１）現状と課題 

     ①現状 

       日本商工会議所・千葉県商工会議所連合会主催の研修をはじめ、中小企業大学校主催 

の研修等、経営指導員等のスキルアップを図る場に経営指導員等の職員が年間１回以上 

参加するにとどまっています。 

     ②課題 

       支援能力向上には、情報と知見、ノウハウの共有による組織全体の底上げが課題とな 

っています。しかしながら、個々人が持っている知見やノウハウ、ハウツーが組織内の 

共有知財としての継続が途切れるケースもあることから、以下、経営指導員等の資質向 

上等に関する基本指針を策定し、組織として経営指導等のノウハウ、ハウツー、知見の 

蓄積、継承の仕組づくりに取り組む必要があります。 

 

◆習志野商工会議所経営指導員等の資質向上等に関する基本指針 

スキル 
キャリア 

ステージ 

求められる能力 支援項目 

(支援内容) ｶﾃｺﾞﾘｰⅠ ｶﾃｺﾞﾘｰⅡ ｶﾃｺﾞﾘｰⅢ ｶﾃｺﾞﾘｰⅣ 

Lev.1 一般職員 

・基本的なヒアリング（傾聴）能力を有している。 

・相談内容を適格に抽出し、伝達できる能力を有し

ている。 

一次対応 

各種制度・施策

の説明等 
    

Lev.2 
一般経営指導員 

補助員 

・経営全般に関する基本的な知識を有している。 

・定型的な相談に対して、的確に対応する能力を有

している。 

・専門家と連携して、経営課題を解決する能力を有

している。 

持続化補助金 

創業補助金 

マルケイ推薦 

    

Lev.3 中堅経営指導員 

・専門的な相談に対応する十分な知識と能力を有し

ている。 

・企業の経営発達(経営基盤強化)に向け、適切な手

段を講じる能力を有している。 

ものづくり補助金 

事業再構築補助金 

経営力向上計画 

先端設備導入計画 

経営革新計画     

Lev.4 法定経営指導員 

・高度な相談に対応する知識・経験・能力を有して

いる。 

・企業の経営改善(再生支援等)に向け、適切な手段

を講じる能力を有している。 
経営改善計画 
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  （２）事業内容 

     ①外部講習会等の積極的活用 

      （ⅰ）経営支援能力向上セミナー 

         経営指導員及び一般職員の支援能力向上のため、日本商工会議所が主催する「経 

営指導員研修」及び千葉県商工会議所連合会主催の各種研修に計画的に経営指導員 

等を派遣します。 

 

      （ⅱ）ＤＸ推進に向けたセミナー 

         喫緊の課題である地域事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員及び 

        一般職員のＩＴスキルを向上させ、ニーズにあわせたＤＸ推進取組に係る相談・指

導能力の向上のためのセミナーについても積極的に参加します。 

 

         ＜ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （ア）事業者にとって業務効率化等の取組み 

              ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等 

のＩＴツール、テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリテ 

ィ対策等 

          （イ）事業者にとって需要開拓等の取組 

              ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構 

築・運用オンライン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダー 

システム等 

          （ウ）その他の取組 

              オンライン指導の方法等 

 

     ②ＯＪＴ制度の導入 

       支援経験の豊富な経営指導員と一般職員とがチームを組成し、巡回指導や窓口相談の 

機会を活用したＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力の向上を図りま 

す。 

 

     ③定期ミーティングの開催 

       ＩＴ等の活用方法や具体的なツール等についての紹介、経営支援の基礎から話の引出 

し術に至るまで、定期的なミーティング（月 1回、年間 12回）を開催し意見交換等を 

行うことで、職員の支援能力の向上を図ります。 

 

     ④データベース化 

       担当経営指導員等が基幹システムや経営支援システム上のデータ入力を適時・適切に 

行い、支援中の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、 

担当外の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを 

蓄積し組織内で共有することで支援能力の向上を図ります。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年６月現在） 

 

（１）実施体制 

 

    経営発達支援事業推進にあたり習志野商工会議所事務局体制として、中小企業支援室の 

   経営指導員４名（うち法定経営指導員１名）が中心となり、全職員で対応していく。 

 

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

  ■氏 名：原田 真一郎 

■連絡先：習志野商工会議所 中小企業支援室 TEL.047-452-6700 

 

②法定指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の 

評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う 
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（３）商工会議所、関係市町村連絡先 

 

①商工会議所 

  〒275-0016 

   千葉県習志野市津田沼 4-11-14 

   習志野商工会議所 中小企業支援室 

   TEL：047-452-6700 ／ FAX：047-452-6744 

   E-mail：harada@narashino-cci.or.jp 

 

②関係市町村 

  〒275-8601 

   千葉県習志野市鷺沼 2-1-1 

   習志野市 協働経済部 産業振興課 

   TEL：047-453-7395 ／ FAX：047-453-5578 

   E-mail：sangyo@city.narashino.lg.jp 

 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要な資金の額 8,244 8,519 8,827 9,234 9,410 

 

ｾﾐﾅｰ講師謝金 

専門家派遣 

調査委託 

創業塾 

産学官連携 

330 

924 

2,200 

1,550 

3,240 

385 

1,144 

2,200 

1,550 

3,240 

385 

1,452 

2,200 

1,550 

3,240 

440 

1,804 

2,200 

1,550 

3,240 

440 

1,980 

2,200 

1,550 

3,240 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

国補助金、県補助金、市補助金、各種事業収入、会議所会費、事業受託費 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

連携者なし 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


